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１．はじめに

　近年、社会的な共通利益を実現する公共財供給の担い手として社会起業家（Social Entre-
preneur）が注目されている。政府の失敗、国や地方自治体の財政逼迫などの問題を解決
するべく、社会起業家は多様化する社会的ニーズに対応した良質な公共財を供給している。
無論、このような社会起業家が多数出現することは社会全体の利益となる。
　社会起業家が活動する分野は多岐にわたっており、代表的な分野としては社会福祉や環
境、地域振興などが挙げられる。情報技術および情報通信技術（以下、IT）分野も例外で
はない。社会起業家が中心となって、良質なソフトウェアやサービスを無料もしくは安価
で提供しようという事例がいくつかみられる。たとえば、第２節で取り上げる Linuxや、
インターネット百科事典の Wikipediaなどである。これらの事例では、優れたソフトウェ
アやサービスを無料もしくは安価で利用できるという共通利益を生み出すために、社会起
業家が重要な役割を果たしている。成功事例では、社会起業家がまず核となる部分を開発
し、それをもとに他の参加者を組織化および調整しながら参加者全員の貢献を結集して優
れたソフトウェアやサービスという「公共財」を創り上げてゆくという点で共通している。
このような開発形態は近年、クラウドソーシング（Crowdsourcing）と呼ばれ、注目を集
めている１）。IT分野は、インターネット技術それ自身を含むという点からも公共財の私的
供給においてクラウドソーシングが最も適する分野の１つであるといえる。
　そこで本稿では、IT分野における社会起業家による公共財供給を研究する。IT分野に
おける公共財供給の成功事例を取り上げ、IT分野固有の性質を抽出する。次に、得られた
性質をもとにモデル分析を行い、IT分野で公共財供給が成功するための条件を導出する。
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　ここで、本稿に関係する先行研究と本稿との関係に触れておく。公共財の自発的供給理
論は、Bergstrom et al. （１９８６） を端緒とし、その後 Andreoni （１９９８） が寄付モデルを発展
させた。しかしこれらのモデルは、公共財供給を担うリーダーすなわち社会起業家の存在
を前提としておらず、IT分野を分析対象としていない。Ueda （２００５） および Ueda （２００６） 
は、公共財供給を担う社会起業家の存在を前提とし、その性質に着目した。Ueda （２００５） 
は、社会起業家のリーダーシップにより実行される「自発的寄付による資金調達モデル」
を提示した。さらに、本田（２００６）は森林保全活動の事例を取り上げ、Ueda （２００６） のモ
デルを消耗戦ゲーム枠組みに取り込むことで一般化した。しかしこれらの文献も IT分野
を分析対象としていない。
　本稿は、社会起業家による公共財供給を IT分野に応用したという点で、これらの文献
とは異なる。本稿では Linuxを代表事例として取り上げ、IT分野特有の性質を抽出する。
次に，事例から得られた結果をもとにモデル分析を行う。公共財供給における組織化段階
および管理段階を分析するために、Demange （２００４） のヒエラルキー型提携ゲームを援用
する。さらに、提携を形成するための交渉過程を明示するために、提携ゲームに Slikker 
and van den Nouweland （２００１） の Link and Claimゲームを組み込む。
　本節以降の本稿の構成は以下の通りである。第２節では、社会起業家の定義と機能を示
す。第３節では、IT分野における事例として Linuxを挙げるとともに IT分野の特徴を
示す。第４節では、前節で得られた結果をもとに、ゲームモデル分析を行う。そして第５
節は結語である。

２．社会起業家の機能

　社会起業家とは、「金銭的報酬のみならず、共通利益もしくは社会的使命の実現から効
用を得る者」である２）。社会起業家は、社会全体もしくは多くの人にとって利益となる、社
会問題の解決や優れた公共サービスの提供などの公共財の供給自体に私的利益を感じる者
でなければならない３）。これらを実現するために、社会起業家は未組織の潜在的受益者を組
織し、そのプロジェクトを継続的に維持しなければならない。
　そのため社会起業家は次の２つの機能を持つ。１つは組織化機能であり、もう１つは管
理機能である。前者はプロジェクトが確立されるまでに必要な機能であり、たとえば公共
財を供給するためのアイデアの創案、潜在参加者への説得や交渉、合意形成活動などであ
る。後者はプロジェクトを実行する際に必要な機能であり、たとえば広告宣伝や広報活動、
財の供給や保守管理、不正行為に対する監視および懲罰、その他の運営に必要な実務など
である。
　以上２つの機能を果たすために、社会起業家は相応の費用を被る。また社会起業家は、
投下した費用の回収以外にも機能を果たすことの対価として金銭的報酬を請求することが
できる。これらは、公共財供給に必要な原資である。原資は、一般的に金銭的なものと、
非金銭的なものの２つに分類できる。前者は補助金や融資という形で調達される場合もあ
るが、本稿では２種類の原資はともに参加者から貢献（Contribution）という形で調達さ
れる場合を検討する。すなわち前者の貢献は参加者からの寄付であり、また後者は参加者
のボランティア労働である。
　公共財を私的供給する過程において、社会起業家は次の２つの問題に直面する。１つは
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組織化段階におけるホールドアップ（Hold-up）問題であり、もう１つは供給段階におけ
るプリンシパル・エージェント（Principal-Agent）問題である。前者を克服するために、
社会起業家は組織化労働に要した費用の一部を回収することを他の参加者に容認させるべ
く、彼らと交渉し説得しなければならない。後者を克服するために、社会起業家は非分配
制約を受け容れて、非営利組織形態を選択する４）。

３．IT分野における社会起業家の特徴

　本節では、代表的事例として Open Sourceの Operating System （OS） である Linux
の事例を挙げ、それをもとに IT分野における社会起業家の特徴を提示する。
１事例：Linux
　Linuxは、１９９１年当時、フィンランドのヘルシンキ大学の大学院生であった Linus 
Torvaldsが開発をはじめた Open Sourceの OSである。Open Sourceのソフトウェアと
は、「ソースコードが公開されたソフトウェア」である５）。ソースコードが公開されている
ので、「自由に改変して新しいプログラムに作り替えたり、さらに改変したものを配布す
ることが可能」となる６）。
　Torvaldsは開発当初から「OS全体を新たに開発するのではなく、Kernel以外のプロ
グラムの多くは GNUプロジェクトが開発してきたツールを利用し、UNIX環境をパソコ
ンで実現することを目指していた」７）。実際、Linuxにおいて Torvaldsが開発したのはそ
の中核部分である Linux Kernelであり、その他の部分は他の Open Sourceのプログラム
である GNUソフトウェアで構成されている８）。それゆえ Linuxはクラウドソーシング、
すなわち社会起業家としての Torvaldsをはじめとする多くのプロジェクトメンバーの群
衆の叡智（The Wisdom of Crowds）を結集して開発されたといえる。
　Linuxは、開発当初からインターネット上に形成された、いわゆる「Linux Community」
で開発が進められてきた。最初は、Minixという教育用 OSのメーリングリスト（ML）上
で公開され、そこで支持を得た後、Linux Kernel専用の MLが開設され、Community
が形成された。現在、Linuxの普及を支援する非営利コンソーシアムである The Linux 
Foundationによって Communityは管理・運営されており、Torvaldsもコンソーシアム
に所属しながら「優しい独裁者（Benevolent Dictator）」として Linuxの開発にあたって
いる。
　Linux開発過程において Torvaldsが果たしてきた社会起業家の役割は次のように表現
されている９）。

リーダーとしてのリーナスは、伽藍方式でのリーダーのように卓越したデザイン能力
を発揮するだけではなく、コミュニティのメンバーからの新しいアイディアを柔軟に
取り入れながら、リナックスのデザインを進化させていった。人数が増えるメリット
と、優れたデザインという目標を、柔軟なリーダーシップと絶妙なバランス感覚で両
立させていったのである。

　この記述から、Torvaldsの開発者としての能力ばかりでなく、組織化労働および管理労
働にも卓越した能力を持っていることがわかる。
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　Linuxは現在も開発が続けられており、日々進化を遂げている。管理を担う The Linux 
Foundationはおもに寄付によって運営されており、個人による寄付ばかりでなく、米国
の IBM社や Linux製品の販売によって発展し、新規株式公開（IPO）を果たした米国の
Red Hat社など、数多くの営利企業からも資金提供を受けている。
２ IT分野における公共財供給の特徴
　Linuxの事例をもとに、本項では IT分野における公共財供給の特徴として６つ挙げる。
すなわち、共通利益、参加者の私的利益、貢献の形態、社会起業家の組織化機能、社会起
業家の管理機能、プロジェクトの構造である。

共通利益　IT分野における公共財とは、良質なソフトウェアやサービスであり、共通利益
とはそれらの財サービスを安価もしくは無料で利用できることを指す場合がほとんどであ
る。

参加者の私的利益　共通利益を実現するためのプロジェクトに参加した者は、それ自体か
ら私的利益を得る。たとえば、プログラム能力の顕示欲が満たされること、プロジェクト
への参加によって所属欲求が満たされること、自分が書いたプログラムが採用されたこと
により名誉欲が満たされること、名声を得ること、などが挙げられる。このような私的利
益を獲得するために、寄付やボランティア労働の提供を通じてプロジェクトに参加する。
IT分野は、他の分野に比べて自発的な貢献が多いといえる。その理由として挙げられる点
はいくつかあるが、たとえば高価なソフトウェアやサービスを提供する私的企業に対して
反感を持つ者が多いこと、以前から自作したプログラムをフリーウェアやシェアウェアと
して提供する風土があったこと、ITの活用により貢献にかかる取引費用を削減できること、
などがある。

貢献の形態　前節で触れたように、プロジェクト参加者による貢献は寄付とボランティア
労働の２つに大別できる。前者は開発コストの補填や社会起業家の報酬に充てられるが、
IT分野ではとりわけ後者の貢献が重要である。なぜなら、ボランティア労働は公共財の大
部分を形作るために不可欠な要素だからである。Linuxの事例では、社会起業家である To-
valdsが核となるKernelを開発したが、その他の部分は既存のGNUプログラムを利用し、
それに参加者が改良を重ねてゆくという開発形態をとっている。つまり Linuxの開発には
ボランティア労働を担う参加者が不可欠であり、彼らなしには優れた性能を持つ Linuxは
存在しなかったであろう。プログラムを記述するという知的なボランティア労働を、以降
では知的貢献と呼ぶことにする。

社会起業家の組織化機能　社会起業家の組織化機能はさらに２つに分けられる。１つは、
公共財の核となる部分を創作する前段階の機能であり、もう１つは実際に組織化を行う機
能である。前者が必要な理由は、公共財の全体像やその優位性が明確にわかるものがなけ
れば、潜在的参加者を説得することができないからである。潜在的参加者が全体像を把握
し共通利益と私的利益を認識できなければ、プロジェクトに参加しないであろう。また後
者は、ITを活用することで労働を効率化することができる。もちろん、他の分野でも IT
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を活用することが可能であり、近年その傾向が強くなっているものの、IT分野はとりわけ
ITを活用できる範囲が広く、ほぼすべてといっても過言ではない。電子メールや MLな
どを活用することで組織化労働を効率化することができる。ただし単に ITを導入すれば
よいわけではなく、活用方法のアイデアが重要になる。社会起業家が優れたアイデアを持っ
ているか否か、いいかえれば優れたビジネスモデルを生み出す能力を持っているか否かが、
組織化労働の効率性に大きな影響を与える。

社会起業家の管理機能　組織化労働と同様、ITを活用することで効率化が可能である。ML
や Wiki、SNSなどのコミュニケーションツールを活用することによって、参加者間の調
整、改良プログラムや改善提案を募ることができる１０）。また寄付を集める際にクレジット
カード決済システムや Paypalなどを活用することによって、取引費用を大幅に低下させ
ることが可能である１１）。これらの ITは実際に活用されており、Linuxや Wikipediaの例
でも事務労働の効率化や寄付の目標達成、知的貢献量の増加に役立っている。組織化労働
と同様、活用方法に関するアイデアの有無が効率性に対して多大な影響をもたらす。

プロジェクトの構造　IT分野における社会起業家は、しばしば自分自身を頂点とする比較
的フラットな階層的なチームを形成する。実際、Linuxや Wikipediaの開発プロジェクト
はともに社会起業家をトップとした２階層のヒエラルキー構造である１２）。中間管理者を多
数含む多階層のヒエラルキー構造ではなく、社会起業家が第１階層に位置し、他の参加者
が第２階層に位置する構造となっている。組織論の知見によると、このような構造は情報
流通の観点から協調して知的作業を行うのに適しているとされている一方、参加者の増加
に伴ってコミュニケーションコストが増大するという欠点を持つ。

　以上６つの特徴は、IT分野において社会起業家として成功するための条件を含んでいる。
つまりそれらの条件を満たさなければ、プロジェクトを成功させることが困難であると考
えられる１３）。
　そこで次節以降では、上で挙げた特徴のうち組織形態に焦点を絞って議論を展開する。
IT分野では比較的フラットな階層構造のプロジェクトが多いという点から、次のような仮
説を提起する。すなわち、IT分野における公共財の私的供給ではフラットなヒエラルキー
構造が形成されやすい、という仮説である。この仮説を検証するために、次節ではヒエラ
ルキー型提携ゲームモデルを構築し分析を試みる。

４．モデル分析

１仮定および設定
　いま、プレイヤー集合を   と定義する。プレイヤー０が社会起業家になり、n
人の潜在的開発者  を対象に、フリーソフトウェア開発の企画、すなわち「フリー
ソフトウェア開発プロジェクト」（以下、開発プロジェクト）を立案しているとする１４）。社
会起業家と開発者からなる提携を  とし、この提携を「フリーソフト開発提携」と
呼ぶことにする。Sのメンバー数を とする。開発プロジェクトは以下の手
順を経て実施される。

N n= { ,..., }0

i N∈ \{ }0

S N⊆
s S n≡ ≤ +( )1
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　まず、社会起業家がプロジェクトの核となる部分を創作する。それをもとに潜在的開発
者に対して組織化交渉を開始し、所得の保証水準を約束した上で  人から個別に提案
への賛同を得る。この時点で開発者が決定する。このとき提案内容は以下の３点である。
（i）開発者がプロジェクトに対して知的貢献を行うことへの合意、（ii）開発費用負担すなわ
ち寄付行為への合意、（iii）寄付で集まった資金の一部を社会起業家の給料とすることの合
意、である。
　次に、  人から集めた寄付の総額から社会起業家の給料を差し引いた額がソフトウェ
ア開発の経費に支出され、開発者の知的貢献を結集してソフトウェアが開発される。ソフ
トウェア開発に携わる人数に応じて寄付総額および知的貢献が決定し、その結果、無償か
つ優れたソフトウェアが  人に供給される。ただしこの段階において、開発者はプロ
ジェクトを円滑に運営し、良質なソフトウェアを開発するために、寄付の管理や開発者間
の調整、追加・修正プログラムの監視、動作確認作業などの管理労働を行う必要がある。
　最後に、総寄付額の一部が社会起業家の報酬として支払われる。社会起業家は開発プロ
ジェクトを実行する見返りに金銭的報酬を得るばかりでなく、公共財供給自体から私的利
益を得る。たとえば、優れたソフトウェアを社会に無償で提供したという社会的使命の達
成感である。
　以上３つの手順がほぼ同時に実施されるものとする。すなわち本稿で構築するモデルは、
図１のような１段階ゲームモデルである１５）。

　開発プロジェクトが生み出すソフトウェアは公共財であるため、プロジェクトに参加しな
いプレイヤー   もソフトウェアを利用可能である。すなわち、ただ乗り （Free-ride） 
が可能である。
２ヒエラルキー型提携ゲームの定式化
　本節では、開発プロジェクトを提携ゲーム   の枠組みで定式化する。ここで、vは
ゲームの特性関数である。単純化のため、ゲーム   は０−正規化されているものとす
る。
　プレイヤー   に対するプレイヤー０の提案内容 a(S)およびプレイヤー  
に対するプレイヤー０の提案の集合 A(S)をそれぞれ以下のように定義する。このとき、
A(S)はコンパクト集合であると仮定する。

 

　ここで、  はプレイヤー０の給料が寄付総額に占める割合、 はプレイヤー
０が行う組織化労働の水準、 はプレイヤー０が行う管理労働の水準であるとする。

( )s −1

( )s −1

( )n + 1

j N S∈ \

( , )N v

( , )N v

i S∈ \{ }0 i S∈ \{ }0

a S e e S i S
A S a S

O M( ) ( , , , )
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図１　ゲームモデルの流れ



以後において、利得関数を構成するすべての便益や費用は金額で換算し、移転可能である
とする。
　次に、プレイヤー０が負担する組織化労働の費用 COおよび管理労働の費用 CM をそれ
ぞれ以下のように定義する。

 

　このとき、 はプレイヤー０の組織化労働に関する能力、 はプレイヤー０の
管理労働に関する能力であるとする。
　開発プロジェクトによって生み出される公共財 Zを以下のように定義する。

 

　このとき、 はプレイヤー の寄付額、 はプレイヤー iの知的貢献水
準、 は管理労働が知的貢献の総量に対して与える影響を表す関数である。すなわち 
は開発プロジェクトにおけるプレイヤー０による公共財供給の効率性を表す。 は一般
的な増加関数であり、 であるとする。
　プレイヤー が公共財から得られる便益を と定義し、 
 を仮定する。
　ここで提携の構築により生じる提携値を以下のような特性関数 v(S)であると定義し、
v(S)は優加法的であると仮定する。

　  、または   かつ  のとき、 v(S) = 0

   かつ  のとき、  
（１）

　このとき、 は知識貢献１単位あたりの労働単価、いいかえれば知的貢献の機会費
用である。
　（１）式は、次のことを表現している。１人提携時の提携値はゼロである。開発プロジェ
クトは社会起業家が提携に含まれ、かつ開発者が１人以上提携に含まれるときのみ実行可
能である。社会起業家と１人以上の開発者によって提携が形成されるとき、提携値は公共
財から得られる便益から費用の総和を差し引いた値となる。
　プレイヤー０とプレイヤー  との間で契約が締結し、その内容が実現したとき
のプレイヤー０およびプレイヤー  の利得を、それぞれ（２）式および（３）式のよう
に定義する。このとき、両式ともに連続関数であるとする。

  （２）

  （３）

ここで、qの水準が p0に与える影響を確認してみる。qの増加は右辺第１項の値、すな
わち給料を増加させるが、他方 Z の値を減少させることを通じて右辺第２項の値、すなわ
ち公共財の便益を減少させる。
　プレイヤー０が   人のプレイヤー  と提携  を形成するとき、N 
の分割は   となる。すなわち、プレイヤー集合 Nは１つの部分集合 Sと  
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個の {i} とに分割される。v(S)が定まり、利得ベクトル   は、（４）
式の個人合理性の条件および（５）式の全体合理性の条件を満たすとき、提携ゲーム (N,v)の
部分ゲーム   の配分である。ただし、  は Sに限定された特性関数である。

  （４）

  （５）

　またプレイヤー０が n人のプレイヤー  と全体提携 Nを形成するとき、v(N)
が定まり、利得ベクトル   は（６）式の個人合理性の条件および
（７）式の全体合理性を満たすとき、提携ゲーム (N,v)の配分である。

  （６）

  （７）

　さらに、提携合理性の条件：すべての  に対して、  

を満たす配分は Coreに属し、部分ゲーム   において、提携合理性の条件：すべての 
 に対して、 を満たす配分は Coreに属す。ゲーム
 において Coreに属す配分の集合を C(v)と定義し、部分ゲーム   において
Coreに属する配分の集合を   と定義する。
３提携の形成過程の定式化
　以上の設定および仮定に基づき、社会起業家が開発者を組織化し提携を形成するための
交渉過程を、Slikker and van den Nouweland （２００１） の Link and Claimゲームを用い
て定式化する。
　ゲームを   と定義する。プレイヤー  の戦略集合
 を次のように定義する。

 

　プレイヤー iがプレイヤー   とのリンク形成を望んでおり、リンクが形成され
た場合、  の値を要求する。プレイヤー iが jとのリンク形成を望んでいない場合を 
 とする。また、 とする。 である。
　戦略の組を  と定義する。プレイヤー間のリンクは、相互合意に
基づいて形成される。ある戦略の組 sのもとでプレイヤー iとプレイヤー   との
間で形成されるリンク   を次のように定義する。

 

　ある戦略の組 sのもとでのリンクの集合 L(s)を次のように定義する。

  （８）

　リンク形成によってプレイヤー集合 Nはいくつかのコミュニケーション・コンポーネン
トに分割される。プレイヤー   を含むコンポーネントを と定義する。（８）式は、
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コンポーネント内に貪欲なプレイヤーが存在し、過大な取り分を要求した場合にコンポー
ネント内のリンクが破綻することを意味している。提携 S内のプレイヤー間で形成される
リンクの集合 L(S)を次のように定義する。

 

提携 S内のコンポーネントの集合を S / Lと定義する。
　各プレイヤーの利得  を戦略の組  の関数を以下のように定義する。

 

 

　ここで、本稿で用いる解概念を整理しておく。

Nash均衡　ある戦略の組   が Nash均衡であるとは、次の式が成り立
つことである。ただし   を提携 Sに含まれる、あるプレイヤー  以外のすべてのプ
レイヤーの戦略の組とする。

　 プレイヤー０に対して、                           

 すべてのプレイヤー  に対して、      

　ここで Nash均衡の集合を   とする。

Strong Nash均衡　ある戦略の組  が Strong Nash均衡であると
は、すべてのプレイヤー  が（９）式を満たし、かつ少なくとも１人のプレイヤー  
が厳密に不等式を満たすような提携   および戦略   が存在しない場合である。

  （９）

　ここで Strong Nash均衡の集合を   と定義する。

　以上の設定をもとに、プレイヤー０とプレイヤー  間の交渉時における戦略の組
  を次のように定義する。提携は、提案 a(S)に対する相互合意に基づい
て形成される。
　プレイヤー０の戦略を次のように定義する。

 

　プレイヤー０の戦略は、すべてのプレイヤー  とのリンク形成を望み、提案
a(S)に基づき組織化費用 CO および管理費用 CMを負担する見返りに公共財からの便益を
得て、寄付総額の一部を給料として提供させるような要求である。
　次に、プレイヤー  の戦略を次のように定義する。
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　プレイヤー   の戦略は、各々がプレイヤー０のみと交渉を行い、参加制約が満
たされる場合、寄付と知的貢献をする見返りに公共財からの便益を得て、寄付総額からプ
レイヤー０の給料を差し引いた残額を公共財供給に充てるような要求である。一方、参加
制約が満たされない場合、交渉は決裂する。
　上記の戦略の組 sに基づいて交渉が実行されるとき、以下の２つの命題が得られる。

命題１　  を   人の提携形ゲームとし、その部分ゲームを   とする。
　（i）  のとき、すなわち全体提携  の配分が Coreに属
しているとき、プレイヤー０の均衡利得が  
であり、すべてのプレイヤー   に対して、均衡利得が  

 であるような Nash均衡   が存在し、全体提携   は
プレイヤー０を Central Playerとするスター型ネットワーク構造となる。
　（ii）  のとき、すなわち提携  の配分がCoreに属し
ているとき、プレイヤー０の均衡利得が 
であり、すべてのプレイヤー に対して、均衡利得が 
 であり、すべてのプレイヤー に対して、均衡利得が
 であるような Nash均衡   が存在し、提携  はプレ
イヤー０を Central Playerとするスター型コンポーネントとなる。すべてのプレイヤー
 は一人コンポーネントを形成し、公共財から便益を得る。

（証明）補論１を参照。

命題２　ゲーム (N,v)において、提案交渉が戦略の組  に基づいて 
行われ、  のとき、かつ   のとき、戦略の組
 は Strong Nash均衡となる。

（証明）Slikker and van den Nouweland （２００１） の定理４．２の条件を満たすので、命題２
がいえる。■

　命題１から得られる含意は以下の通りである。すべての開発者が提携に参加する場合、
もしくは一部の開発者が参加した場合ともに、社会起業家を中心とするスター型の提携が
形成されるとき、誰も単独では離脱するインセンティブを持たない、安定した提携となる。
　命題２から得られる含意は以下の通りである。命題１のようにスター型提携が形成され
ているとき、中心に位置する社会起業家の金銭的報酬が投下した組織化および管理労働コ
ストの合計と等しいとき、提携はさらに安定する。すなわち実質的な金銭的報酬がゼロの
とき、誰も単独および他者と連携して離脱するインセンティブを持たない。
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　社会起業家を中心とするスター型提携であるだけでは、提携内の数人が結託して離脱し、
新しい提携を形成する可能性がある。しかし社会起業家の実質的金銭報酬がゼロに設定さ
れたとき、そのようなインセンティブを持つ者はおらず、提携はより強固なものとなる。
実質的金銭報酬がゼロの場合、 が成り立つ。先述したように、IT分
野の場合には CMおよび COは ITの利用によって低く抑えられるので、左辺が比較的小さ
く、それゆえ左辺の金銭報酬も小さい。労働対価としての報酬を低く抑えられるので、よ
り多くの資金を再投資に振り向けることが可能となる。
４提携規模の決定要因
　社会起業家の公共財に対する選好水準と管理労働能力及び組織化能力を所与とするとき、
提案 a(S)に基づき、形成されるフリーソフト開発提携について命題３が得られる。

命題３　提携  の最適規模は、特性関数の優加法性が成立する範囲によって定まる。
すなわちソフトウェア開発に貢献する開発者の人数は、社会起業家の利得最大化行動のも
とで各開発者   の diと aiによって定まる。

（証明）補論２を参照。
　命題３から得られる含意は以下の通りである。diとaiの水準は、開発者ごとに異なる。開
発者は、（i）寄付のみ、（ii）知的貢献のみ、（iii）その両方、のいずれかと、その貢献水準を
選択する。貢献水準は、プログラミング言語の技術水準や知的貢献に割ける時間、公共財
供給に対する私的利益の量などに依存する。
　IT分野の場合、すき間時間の利用や仕事で習得したスキルの活用などにより、pの値が
比較的小さいといえる。加えてクレジットカードやインターネット、Paypalなどを活用す
ることによって貢献を行う際の取引費用も比較的低く抑えることができる。それゆえ、他
の分野と比較して diと aiを集めやすいといえる。

５．おわりに

　本稿では公共財供給における社会起業家の役割について研究した。IT分野の事例をもと
に同分野の特徴を挙げるとともに、公共財供給が成功する条件を導出した。
　IT分野の場合、社会起業家の組織化労働および管理労働は ITの活用により削減可能で
ある。また公共財供給において非金銭的な知的貢献がとりわけ重要な意味を持つ。必要な
貢献を集め、安定的にプロジェクトを実行するためにも、社会起業家は運営組織の形態と
して非営利組織を選択する場合が多い１６）。さらに、社会起業家は初期段階において完成さ
れた公共財を提供するのではなく、全体像を想像できる核となる部分を提示して参加者を
募り、参加者から寄付と知的貢献を集約しながら公共財を創り上げてゆく場合が多い。そ
れゆえ、IT分野における公共財供給では、組織化労働および管理労働に関する能力と参加
者による知的貢献が重要である。
　本稿のモデル分析の結果から、社会起業家が持つべき資質が示唆された。第１に、安定
的に公共財を供給するには、社会起業家の実質的な金銭的報酬をゼロにする必要がある。
そのためには、社会起業家が公共財供給から得られる私的利益のみで満足することが必要
であり、それゆえ社会起業家は共通利益の実現に対して強い選好を持ち、その実現から大
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きな便益を得られる者が担うべきである。第２に、社会起業家は組織化労働および管理労
働を効率化できる資質を持っていなければならない。そのためには、ITの知識やスキルを
持ち合わせているばかりでなく、組織化労働および管理労働を効率化するためのアイデア
を持っていることが必要である。それゆえ社会起業家には総合的な能力が要求される。
　最後に本稿で残された課題を示しておく。第１に、本稿で提示したゲームモデルの精緻
化である。第２に、ヒエラルキー構造の多層化モデルや、社会起業家の出現段階を加えた
多段階モデルの検討である。第３に、本稿で展開した社会起業家モデルを、IT以外の分野、
たとえば政治起業家研究に応用することである。
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註
１） クラウドソーシングとは「ネットを介して群衆の叡智を結集させて、１つの目的を遂行させるこ
と」を指す。
２） Ueda（２００５）では、社会起業家に関する性質として次の４点を挙げている。すなわち、（i）社会
起業家は共通利益の実現から私的利益を得るため、公共財供給に対する参加制約が満たされやすい、
（ii）参加者は社会起業家への報酬を低く抑えられるため、より多くの便益を享受できる、（iii）組織
化労働及び管理労働の効率性が高い者の方が社会起業家になりやすい、（iv）将来に対する割引率が
低い者ほど社会起業家になりやすい。
３） 共通利益や社会的使命の実現にはさまざまな種類や形態が包含されるが、本稿ではそれらを一括
して公共財と捉えることにする。
４） 非分配制約に関する詳しい説明は、Hansmann （１９８０） を参照されたい。
５） 国領ほか（２０００）、４４頁。
６） 上掲書、４５頁。
７） 上掲書、同頁。
８） GNUソフトウェアとは、UNIXという OSに互換可能なフリーソフトウェアの OSを開発する
ための GNUプロジェクトで開発されたソフトウェアである。
９） 国領ほか（２０００）、９１頁。ソフトウェア開発において、Linuxのように多くの開発者がインター
ネットを利用して自由にコミュニケーションを図りながら開発を進める方法を「バザール方式」と
呼び、少人数が中央集権的に開発を行う方式を「伽藍方式」と呼ぶ。これに関する詳しい説明は、
Raymond（２００１）を参照されたい。

１０） IT用語辞典 e-Wordsによると、Wikiとは「Webブラウザから簡単に Webページの発行・編集な
どが行なえる、Webコンテンツ管理システム」であり、また SNSとは Social Networking Service
の略で、「人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニティ型の Webサイト」である。

１１） Paypalとは、インターネット上で容易に決済ができるシステム（Online Payment）の中で、最
も代表的なものである。

１２） Linuxの事例において、厳密にはプロジェクトの規模が拡大するにつれて多階層構造を形成して
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いったが、初期段階ではフラットな構造であったため、ここでは２階層構造と捉える。
１３） 事実、SourceForge.netの調査によると、ベータテスト段階に達しているオープンソースソフト
ウェアは全体の１５％ に過ぎず、全体の６０％ は完成する確率が極めて低いものであるという。

１４） 本稿のモデルは、社会起業家となるプレイヤーが決定した後の状況から始める。社会起業家の出
現過程については、Ueda （２００５） および Ueda （２００６） を参照されたい。

１５） 図１の社会起業家の出現段階の考察は、Ueda （２００５） を参照されたい
１６） 合理的な社会起業家が非営利組織を選択する根拠については、Ueda （２００６） を参照されたい。

参照・参考文献
Andreoni, J. （１９９３）, “Toward a theory of charitable fund-raising”, Journal of Political Economy, 
１０６（６）, pp. １１８６–１２１３.
Bergstrom, T., L. Blume and H. Varian （１９８６）, “On the private provision of public goods”, Jour�
nal of Public Economics, ２９（１）, pp. ２５–４９.
Demange, G. （２００４）, “On group stability in hierarchies and networks”, Journal of Political Econo�
my, １１２（４）, pp. ７５４–７７８.

Hansmann, H. （１９８０）, “The role of nonprofit enterprise”, Yale Law Journal, ８９（５）, pp. ８３５–９０１.
Raymond, E. （２００１）, The Cathedral and the Bazaar: Musings on Linux and Open Source by an 
Accidental Revolutionary, California: O’Reilly & Associates.

Slikker, M., and A. van den Nouweland （２００１）, “A one-stage model of link formation and payoff 
division”, Games and Economic Behavior, ３４, pp. １５３–１７５.
Torvalds, L. and D. Diamond （１９９９）, Just for fun: The story of accidental revolutionary, New 
York: Harper Collins Publishers.

Ueda, Y. （２００５）, “Who takes the leadership for voluntary provision of public goods?: Social 
entrepreneur and incentive problem”, Mimeo.

Ueda, Y .（２００６）, “Who stands up first to take on the leadership for collective action?: The incen-
tive analysis of social entrepreneurs”, Paper for the annual meeting of EPCS ２００６.
IT用語辞典 e-Words（http://e-words.jp/）。
国領二郎、佐々木裕一、北山聡（２０００）『Linuxはいかにしてビジネスになったか－コミュニティ・
アライアンス戦略』、NTT出版。

本田光（２００６）「公共財の私的供給と社会起業家の役割―非営利基金による資金調達モデルとその事
例研究―」、公共選択学会第１０回全国大会報告論文。

（※本稿が参照しているすべての Webページの最終確認日は、２０１０年２月２０日である）

キーワード：情報技術　IT　社会起業家　公共財供給　提携型ゲーム

（KONNO Kazuhiro）

付　録

補論１（命題１の証明）
　（i）オープンソース開発の提携  に属するメンバー間のネットワークは Connected
であり、Tree形である。よって Demange （２００４） の命題１より、提携  の配分は
Coreに属する。このとき、すべての提携メンバーにとって、単独で戦略を変更するインセ

S N=

S N=
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ンティブがないことを示す。
　いま、プレイヤー０の任意の退避戦略  を考える。  に含まれる
すべてのプレイヤー  の利得は、戦略の組 sのもとでの利得に等しい。
  よ り、 
  である。
　 と の定義より、 
  である。以上より、  である。したがって、プレイヤー
０が単独で戦略を変更しても利得は増加しない。
　同様に、プレイヤー  にも単独で戦略を変更するインセンティブはない。よっ
て、 である。
　（ii）オープンソース開発の提携  に属するメンバー間のネットワークは Con-
nectedであり、Tree形である。よって、Demange （２００４） の命題１より、提携   

の配分は Coreに属する。このとき、すべての提携メンバーにとって、単独で戦略を変更
するインセンティブがないことを示す。
　いま、プレイヤー０の任意の退避戦略  を考える。  に含まれる
すべてのプレイヤー  の利得は、戦略の組 sのもとでの利得に等しい。
　 より、 
  である。
　 と の定義より、 
  である。以上より、 である。したがって、プレイ
ヤー０が単独で戦略を変更しても利得は増加しない。
　同様に、Sに属するすべてのプレイヤー   にも単独で戦略を変更するインセン
ティブはない。また、戦略   の定義より、すべてのプレイヤー   にも単
独で戦略を変更する誘因はない。よって   である。■

補題２（命題３の証明）
　Demange （２００４） の論理を援用することにより、スター型のネットワーク構造およびコ
ンポーネントをもつ提携の安定条件を導く。開発者の利得の保証水準を以下の２つの手順
で求める。このとき、スター型のネットワーク構造およびコンポーネントは、ともに第１
階層をプレイヤー０、第２階層をプレイヤー とするヒエラルキーであると見倣
すことができる。
手順１
　第２階層に属する開発者   の利得の保証水準を Diとする。
手順２
　プレイヤー０が第２階層に属するプレイヤーiを組織する。プレイヤー０は、手順１に
おいて定まるプレイヤー   の利得の保証水準を保証し、自分の利得を最大化
するような提案   を持ちかける。このとき、各プレイヤー iは diと aiの水準によっ
て提案を受けるか否かを判断する。
　第１階層に属するプレイヤー０の利得の保証水準 D０を（１０）式により設定する。

σ̂ 0 0∈ X C L0 0 0 0( ( � , ))\{ }σ σ −

i S∈ \{ }0

[ ( ( ), ( ( )) ] ( )\{ }π π0 0a S a S C vi i S∈ ∈ π σ σ π σ σ π
σ σ0 0 00 00 00 0 0

( � , ) ( � , ) ( ( ))( ( � , ))\{ , }− −∈+ = +
−

∑ ii C L S a S

π σ σ
σ σ ii C L S a S v C L( ( )) ( ( ( � , ))( ( � , ))\{ , }∈ −−

∑ ≥
0 0 0 0 0 0 0

L( � , )σ σ0 0− π σ σ π σ σ0 0 0 0 0( � , ), ( , )− ∈ −i S
� π σ σ π σ σ

σ σ
0 0 0 0 000 0 0
( � , ) ( � , )

( ( � , ))\{ , }− −∈
+ ≤

−
∑ ii C L S

v C L( ( ( � , ))0 0 0σ σ − π σ σ π0 0 0 0( � , ) ( ( ))− ≤ a S

i S∈ \{ }0

σ * ( ( ))∈ NE Γ v

S N⊂

S N⊂

�σ 0 0∈ X C0 0 0 0( ( , ))\{ }L �σ σ −

i S∈ \{ }0

[ ( ( ), ( ( )) ] ( | )\{ }π π0 0a S a S C vi i S S∈ ∈ π σ σ π σ σ πσ σ0 0 0 0 00 00 0 0
( , ) ( , ) ( ( ))( ( , ))\{ , }
� ��− −∈+ = +

−
∑ ii C L S a S

π σ σσ σ ii C L S a S v C L( ( )) ( ( ( , ))( ( , ))\{ , }∈ −−
∑ ≥

0 0 0 0 0 0 0� �

L( , )�σ σ0 0− π σ σ π σ σ0 0 0 0 0( , ), ( , )� �− ∈ −i S
π σ σ π σ σσ σ0 0 0 0 000 0 0

( , ) ( , )( ( , ))\{ , }
� ��− −∈+

−
∑ ii C L S

≤ −v C L( ( ( , ))0 0 0�σ σ π σ σ π0 0 0 0( , ) ( ( ))� − ≤ a S

i S∈ \{ }0

σ i S∈ \{ }0 j N S∈ \{ , }0

σ ** ( ( ))∈ NE Γ v

i N∈ \{ }0

i N∈ \{ }0

i S N∈ ⊆ \{ }0

a S( )

島根県立大学『総合政策論叢』第１８号（２０１０年２月）

― 120 ―



 

（１０）式から導出される提案 a(S)を Hierarchical Outcomeとする。 が a(S)上で
連続であり、かつ   がa(S)上で連続であり、A(S)をコンパクト集合であるとする。
スター型ネットワーク構造およびコンポーネントは、プレイヤー０とプレイヤー iからな
る２階層のヒエラルキー提携を所与として優加法性の条件が満たされるものとする。この
とき、以下の２点が成り立つ。
　（i）プレイヤー０の利得の保証水準が有限である。よって提案 a(S)の最大値が存在し、
それゆえ Hierarchical Outcomeが存在する。
　（ii）Hierarchical Outcomeは、いかなる部分提携によっても妨害されることはない。
　本稿のモデル設定は Demange （２００４） の定理１の条件を満たすので、以上の（i）、（ii）点
がいえる。ゆえに手順２から、提携 Sの規模は、diと aiの水準によって決定される。■

D a S g d p a D
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i i i
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Private Provision of Public Goods by Social 
Entrepreneur in the IT Field

KONNO Kazuhiro

　This paper studies private provision of public goods by social entrepreneur in the IT 
field. First, I take up the case of Linux, which is one of a successful cases of public 

good provision in the IT field. Second, I extract the features from it and make a coop-

erative game model. Finally, I bring up some implications by deriving solutions from 

the model.

　Key words: Information Technology, IT, Social Entrepreneur, Public Goods, Coali-
tion Game


